覚　　　　書
株式会社大勝（以下、「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　（以下、「乙」という。）とは、甲乙間の業務の健全性を確保するため次の通り覚書を締結する。

記

1. 甲および乙又は乙の下請業者（下請業者が数次にわたるときはそのすべてを含む、以下本書において同じ）は、反社会的勢力ではなく、また、反社会的勢力が経営に実質的に関与している法人等でないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
2. 甲は、乙又は乙の下請業者およびその代表者、責任者、実質的に経営権を有する者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、何らの催告を要しないで、甲乙間で締結した注文書又は注文請書の全部を解除することができる。
（1） 乙が、暴力団、暴力団員、その他暴力団関係者（以下、「反社会的勢力」という。）と判明した場合。
（2） 乙の代表者、責任者、又は実質的に経営権を有する者が反社会的勢力である場合、又は、反社会的勢力への資金提供を行う等密接な交際のある場合。
（3） 乙が自ら又は第三者を利用して、相手方に対して、自身が反社会的勢力である旨を伝え、又は、関係者が反社会的勢力である旨を伝えた場合。
（4） 乙が自ら又は第三者を利用して、相手方に対して、詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いた場合。
（5） 乙が自ら又は第三者を利用して、相手方の名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれのある行為をした場合。
（6） 乙が自ら又は第三者を利用して、相手方の業務を妨害した場合、又は、妨害するおそれのある行為をした場合。

3. 乙は、乙又は乙の下請業者が反社会的勢力による不当要求又は工事妨害（以下、「不当介入」という）を受けた場合には、断固としてこれを拒否し、または下請業者に断固としてこれを拒否させるとともに、不当介入があった時点で速やかに甲にこれを報告し、甲の捜査機関への通報および甲への報告に必要な協力を行うものとする。なお、乙が正当な理由なく違反した場合、甲は何等の催告を要さずに注文書又は注文請書を解除することができる。
4. 甲が前各号により注文書を解除した場合には、乙に損害が生じても甲は何らこれらを賠償または補償することは要せず、また、かかる解除により甲に損害が生じたときは、乙はその損害を賠償するものとする。賠償額は甲及び乙が協議して定めるものとする。
以上、本覚書2通を作成し甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。
令和2年2月20日
甲：  横浜市西区平沼一丁目3番13号
株式会社　大　 勝
代表取締役　小　勝　次　郎

乙：
　　
　　
